
消防局　平成２６年度　局運営方針
１．主な現状と課題

東日本大震災以降発生が懸念される、首都直下地震や南海トラフ巨大地震、風

水害等の大規模自然災害をはじめ、特殊災害や人為的事故、国際的なテロ災害の

発生が危惧されるなど災害の態様も複雑多様化し、市民の安心・安全が脅かされ

ている中、本市として、市民の生命と財産を守るため、災害に強い都市の構築が

求められています。

・ 火災や救急をはじめとする各種災害に迅速かつ確実に対応できる消防体制を

確立する必要があります。

・ 災害による被害の軽減と救命効果の向上を目指す必要があります。

・ 市民・事業者の防火防災意識の高揚により、火災の予防や災害による被害の

軽減を図る必要があります。

・ 職員の大量退職期にあたり、将来を見据えた新たな組織づくりや、研修など

により優れた消防職員としての資質向上や技術の伝承を図っていく必要があり

ます。

（１）消防体制の充実強化

火災や救急をはじめ、近年発生している大規模自然災害や複雑多様化する

各種災害に迅速かつ確実に対応できる消防体制づくりが課題となっています。

ア 人口、道路状況、災害発生状況等の変化に対応した消防署所の整備が必要

となっています。

《消防署所の整備基準》
署所整備は「一戸建ての専用住

宅において発生した火災を火元建
物１棟の独立火災にとどめ、隣棟
への延焼を阻止する。」ことを目
標とし、原則として、消防ポンプ
自動車の出場から放水開始まで６
分３０秒以内で行えるように配置
することとしている。 平成３２年度までに整備基準（目標）を２６署所とし、

新設１署、移転２所、建替えを２署（建替移転を含む）

としている。

［さいたま市消防力整備計画より抜粋］

〔消防署所の整備〕

［大宮消防署氷川参道出張所］

平成２３年９月移転整備
（仮称）緑消防署等複合施設完成イメージ図

消 防 署 所 計  画

（仮称）見沼区片柳地区消防署 新  設

岩槻消防署太田出張所 移  転

岩槻消防署上野出張所 移  転

岩 槻 消 防 署 建替（移転）

中 央 消 防 署 建  替
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イ 地震等大規模災害の発生が危惧されている中、地域防災の中核的存在であ

る消防団について、消防団施設が災害拠点としての機能を果たせるよう改修

又は更新していくとともに、東日本大震災の教訓を踏まえた消防団員の安全

確保対策並びに消防団員確保のための処遇改善及び広報対策を充実強化して

いく必要があります。

（２）消防通信体制の充実強化

市民と消防を繋ぐホットラインである１１９番通報の受信をはじめ、消防

活動時に重要な情報収集や伝達などに必要となる消防通信体制を充実強化し

ていく必要があります。

ア 消防業務で使用する消防救急無線の全ての機器を電波法令で定められた

期限となる平成２８年５月末までにデジタル方式に移行整備する必要があ

ります。

イ 平成２９年２月末に耐用年数を迎える消防緊急情報システムについて、

継続して指令管制業務を実施できるよう更新するとともに、新指令センタ

ーを整備する必要があります。

（３）消防庁舎の耐震化

市民の大規模災害への不安が高まる中、市民生活の安心・安全を確保する

ため、災害活動の拠点施設となる消防庁舎の耐震化を図る必要があります。

平成22年4月1日 平成23年4月1日 平成24年4月1日 平成25年4月1日 平成26年4月1日

定数 1,332 1,332 1,332 1,332 1,332

実員 1,202 1,192 1,200 1,225 1,231

充足率 90.2% 89.5% 90.1% 92.0% 92.4%

1,332 1,332 1,332 1,332 1,332 

1,202 1,192 1,200
1,225 1,231 
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過去5年間における本市消防団員数の推移

定数

実員

〔新指令センター等整備スケジュール〕
Ｈ２９年度

１四半２四半３四半４四半１四半２四半３四半４四半１四半２四半３四半４四半１四半２四半３四半４四半１四半２四半３四半４四半 １四半

庁舎建設

新
システム

整備

デジタル
無線整備

新

指

令

セ

ン

タ
ー

整

備

Ｈ２７年度 Ｈ２８年度Ｈ２５年度Ｈ２４年度 Ｈ２６年度

消救無線デジタル
化法定期限
（H28．5.末）

システム耐用年数
（H29.2末）

デジタル

無線フル

運用開始

基本構想 基本設計 実施設計 構築・試行期間

実施設計 指令システム改修・基地局整備・移動局整備

検討業務 建築工事実施設計 契約準備

新指令

センター

運用開始
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（４）研修・訓練体制の整備等

職員の大量退職期にあたり、消防活動の知識及び技術の伝承不足が発生し

消防力の低下につながるため、効果的かつ効率的な知識及び技術の伝承が図

れるよう研修・訓練体制を整備するとともに、隊員の安全確保を図るため老

朽化した資機材の更新整備が必要になります。

（５）応急手当実施率の向上

本市における心肺停止傷病者の発生場所は約７０％が自宅内であることか

ら、１世帯に１名の応急手当を身に付けた家族を育成できるよう、応急手当

講習用資器材の充実や市民が受講しやすい講習環境の整備を図っていく必要

があります。

（６）市民・事業所の防火防災意識の高揚

災害に強い都市づくりの実現に向け、住宅火災の早期発見、逃げ遅れの防

止に有効な住宅用火災警報器の設置対策をはじめとする各種住宅防火対策や

市民に災害模擬体験や展示物を通じて防火防災意識の高揚を図ることが必要

となっています。

また、事業所における火災、事故の発生予防並びに被害を軽減させるため、

防火対象物や危険物施設の査察体制の充実強化を図る必要があります。
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過去５年間における本市の住宅火災件数等の推移

死者 負傷者 住宅火災件数

25,195 26,138 25,964 
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過去５年間における応急手当講習参加人員の推移

参加人員 回数

※死者は、放火自殺者を除く。
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２．基本方針・区分別主要事業

（１）消防体制の充実強化のため、必要な消防力を計画的に整備します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 26年度 25年度 説明

1 拡 消防力等整備事業 1,809,720 240,590 （仮称）見沼区片柳地区消防署用地取得、岩

〔消防企画課、消防施 (476,720) (75,590) 槻消防署用地取得に伴う鑑定及び物件調査、

設課〕 （仮称）緑消防署等複合施設の建設工事

2 拡 消防団充実強化事業 317,699 116,109 消防団車庫及び資器材の整備や無線従事者の

倍 〔消防総務課、消防企 (158,489) (107,169) 養成を行うとともに、消防団員の処遇改善、

画課、消防施設課、警 団員確保の広報・啓発を実施

防課〕

（２）消防通信体制の充実強化を目指します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 26年度 25年度 説明

3 拡 指令センター庁舎整備 414,795 9,818 新たな消防緊急情報システム構築を目的とし

事業 (104,895) (3,118) た指令センター庁舎を整備

〔消防施設課〕

4 通信指令体制整備事業 760,518 913,772 消防救急デジタル無線整備及び新消防緊急情

〔指令課システム企画 (87,518) (176,672) 報システムの実施設計

室〕

（３）災害活動の拠点となる消防庁舎の耐震化を図ります。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 26年度 25年度 説明

5 新 岩槻消防署太田出張所 50,257 0 岩槻消防署太田出張所の耐震補強工事

耐震改修事業 (7,057) (0)

〔消防施設課〕

（４）研修・訓練体制の整備等を図ります。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 26年度 25年度 説明

6 拡 職員研修事業 51,677 51,340 消防職員に対する研修派遣経費

〔消防職員課〕 (51,677) (51,156)

大規模化、複雑多様化する災害に対応できる消防体制をつくるため、消防署所や消防

分団車庫の整備、庁舎の耐震化を計画的に行います。さらに新消防緊急情報システムの

更新に伴う新指令センターの整備や研修・訓練体制の整備、応急手当普及啓発資器材の

整備、市民及び市内事業所の防火防災意識の高揚等を図っていきます。

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　倍 … しあわせ倍増プラン２０１３事業　　成 … 成長戦略事業
〔区分〕　行 … 行財政改革推進プラン２０１３事業
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 26年度 25年度 説明

7 新 消防活動充実強化事業 30,988 27,461 訓練用資機材の整備及び老朽化した防護服の

〔警防課〕 (30,988) (27,461) 更新

（５）応急手当実施率の向上を目指します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 26年度 25年度 説明

8 応急手当普及啓発事業 4,729 4,787 応急手当普及啓発に係る資器材等の整備

〔救急課〕 (4,729) (4,787)

（６）災害に強い都市づくりの実現に向け、市民及び市内事業所の防火防災意識の高揚を図りま

　　す。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 26年度 25年度 説明

9 拡 火災予防対策推進事業 5,339 5,270 住宅防火モデル地区指定事業をはじめとした

〔予防課・査察指導 (3,874) (3,759) 各種住宅防火対策及び放火防止対策の推進、

課〕 法令改正対応及び違反是正を図るための査察

体制の充実強化

３．平成２６年度予算案における見直し事業一覧
（単位：千円）

課名 見直し事業名
見直しの理由及び内容

（代替事業等があれば記載）
コスト
削減額

警防課 車両購入事業の縮小

緊急車両以外の所有車両の更新について、購入する
場合と点検修理等も契約に含まれる賃貸借契約とす
る場合における必要経費を比較勘案し、予算の削減
に繋がる賃貸借契約とすることで、予算額を縮小す
る

△ 89

救急課
新型インフルエンザ
事業の見直し

医薬品（消毒用エタノール）を同等の殺菌効果を有
するものに見直し、予算額を縮小する

△ 169

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　倍 … しあわせ倍増プラン２０１３事業　　成 … 成長戦略事業
〔区分〕　行 … 行財政改革推進プラン２０１３事業
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